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（％）図１ 有業者数、無業者数及び有業率の推移（平成４年～平成２９年）

奈良県有業者 奈良県無業者 全国有業率 奈良県有業率表１　男女就業状態別１５歳以上人口（平成２４年、２９年）表１　男女就業状態別１５歳以上人口（平成２４年、２９年）表１　男女就業状態別１５歳以上人口（平成２４年、２９年）表１　男女就業状態別１５歳以上人口（平成２４年、２９年）１５歳以上人口 有業者 無業者 有業率（％） １５歳以上人口 有業者 無業者 有業率（％） 15歳以上人口 有業者 無業者1,183.6 641.2 542.4 54.2 1,209.8 643.1 566.7 53.2 -2.2 -0.3 -4.3551.0 353.3 197.7 64.1 564.7 368.6 196.1 65.3 -2.4 -4.2 0.8632.6 287.9 344.7 45.5 645.1 274.4 370.6 42.5 -1.9 4.9 -7.0110,976.7 66,213.0 44,763.7 59.7 110,815.1 64,420.7 46,394.4 58.1 0.1 2.8 -3.553,542.9 37,074.1 16,468.8 69.2 53,413.2 36,744.5 16,668.7 68.8 0.2 0.9 -1.257,433.9 29,138.9 28,294.9 50.7 57,401.9 27,676.2 29,725.7 48.2 0.1 5.3 -4.8
増減（％）平成２９年

総数女
奈良県全　国

総数男女
単位：千人

男
平成２４年

平成２９年就業構造基本調査平成２９年就業構造基本調査平成２９年就業構造基本調査平成２９年就業構造基本調査

奈良県結果の概要奈良県結果の概要奈良県結果の概要奈良県結果の概要

～有業者は６４１．２千人、５年前に比べ０．３％減少～～有業者は６４１．２千人、５年前に比べ０．３％減少～～有業者は６４１．２千人、５年前に比べ０．３％減少～～有業者は６４１．２千人、５年前に比べ０．３％減少～平成２９年１０月１日現在の奈良県における１５歳以上人口について、ふだんの就業状態別にみると、有業者は、６４１．２千人、無業者は５４２．４千人となっており、平成２４年と比べると、有業者は１．９千人（△０．３％）減少、無業者は２４．３千人（△４．３％）減少となっています。男女別にみると、有業者は男性３５３．３千人、女性２８７．９千人となっており、無業者は男性１９７．７千人、女性３４４．７千人となっています。これを平成２４年と比べると、有業者は男性１５．３千人（△４．２％）減少、女性１３．５千人（４．９％）増加となっており、無業者は男性１．６千人（０．８％）増加、女性２５．９千人（△７．０％）減少となっています。有業者の増減率を全国と比べると、全国では男性・女性・総数とも増加しているのに対し、奈良県では女性のみ増加しています。また、無業者の増減率を全国と比べると、男性は全国が減少しているのに対して増加しており、女性・総数は減少幅が大きくなっています。
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（２）有業者・無業者（２）有業者・無業者（２）有業者・無業者（２）有業者・無業者

02040
6080100

１５～１９歳 ２０～２４ ２５～２９ ３０～３４ ３５～３９ ４０～４４ ４５～４９ ５０～５４ ５５～５９ ６０～６４ ６５歳以上

（％）

全国 奈良県２９年 奈良県２４年

76.7 75.1 70.6 68.7 65.3 64.143.7 42.0 41.0 42.9 42.5 45.5
77.6 76.3 72.0 71.6 68.8 69.251.0 50.1 47.9 48.8 48.2 50.704555

657585
平成４年 平成９年 平成１４年 平成１９年 平成２４年 平成２９年

（％） 図２ 男女別有業率の推移（平成４年～平成２９年）

奈良県（男） 奈良県（女） 全 国（男） 全 国（女）

１５歳以上人口に占める有業者の割合（以下「有業率」という。）は５４．２％で、平成２４年と比べて１．０ポイント上昇しています。男女別にみると、男性は６４．１％、女性は４５．５％で、平成２４年と比べて、男性は１．２ポイント低下、女性は３．０ポイント上昇しています。平成４年以降の有業率の推移をみると、男性は低下傾向にあり、平成１９年以降は７０％を下回っています。女性は平成４年、９年、２４年は低下したものの２９年は上昇に転じています。これは全国でも同様の傾向を示しています。
～有業率は男性が６４．１％（全国第４５位）、女性が４５．５％（全国第４７位）～～有業率は男性が６４．１％（全国第４５位）、女性が４５．５％（全国第４７位）～～有業率は男性が６４．１％（全国第４５位）、女性が４５．５％（全国第４７位）～～有業率は男性が６４．１％（全国第４５位）、女性が４５．５％（全国第４７位）～

～「１５歳～１９歳」以外の女性の有業率は大きく上昇～～「１５歳～１９歳」以外の女性の有業率は大きく上昇～～「１５歳～１９歳」以外の女性の有業率は大きく上昇～～「１５歳～１９歳」以外の女性の有業率は大きく上昇～有業率について、男女、年齢階級別にみると、男性は「３０歳～５９歳」の各年齢階級で９０％を超える台形型を示しています。女性は平成２４年と比べると「１５歳～１９歳」以外の全ての年齢階級において、上昇しています。特に「３０歳～４４歳」の年齢階級の伸びが大きくなったことにより、M字カーブの底が上昇し、よりカーブの底がなだらかなM字型へと変わっています。無業者に占める就業希望者の割合については、男女ともほとんどの年齢階級において低下していますが、男性は「５５歳～５９歳」の年齢階級において、女性は「２５歳～２９歳」の年齢階級において、平成２４年と比べて大きく上昇しています。図３図３図３図３ 年齢階級別有業率（平成２４年、２９年）年齢階級別有業率（平成２４年、２９年）年齢階級別有業率（平成２４年、２９年）年齢階級別有業率（平成２４年、２９年） ――――女性女性女性女性
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(３)雇用者(３)雇用者(３)雇用者(３)雇用者

平成２９年 平成２４年 増減ポイント 平成２９年 平成２４年 増減ポイント 平成２９年 平成２４年 増減ポイント 平成２９年 平成２４年 増減ポイント総数 19.3 23.2 -3.9 17.8 23.1 -5.3 総数 19.2 24.7 -5.5 19.3 22.9 -3.615～19歳 8.5 13.9 -5.4 11.2 16.2 -5.0 15～19歳 10.0 15.2 -5.2 10.2 17.0 -6.820～24 31.7 36.1 -4.4 23.9 34.4 -10.5 20～24 27.5 41.3 -13.8 33.8 43.3 -9.525～29 65.6 66.7 -1.1 64.2 58.1 6.1 25～29 60.8 70.2 -9.4 63.2 64.2 -1.030～34 71.4 72.4 -1.0 53.5 63.3 -9.8 30～34 66.6 75.0 -8.4 60.2 60.2 0.035～39 77.1 82.1 -5.0 51.6 62.4 -10.8 35～39 66.4 73.6 -7.2 60.5 61.1 -0.640～44 60.5 78.1 -17.6 61.9 65.4 -3.5 40～44 60.5 72.9 -12.4 56.9 60.6 -3.745～49 62.2 62.1 0.1 48.8 49.6 -0.8 45～49 61.1 65.5 -4.4 52.7 54.8 -2.150～54 60.7 69.6 -8.9 41.5 45.5 -4.0 50～54 57.8 66.1 -8.3 44.1 42.4 1.755～59 52.0 35.5 16.5 23.7 23.5 0.2 55～59 51.8 56.8 -5.0 33.5 30.8 2.760～64 32.6 31.4 1.2 17.4 17.8 -0.4 60～64 32.5 37.1 -4.6 20.6 20.0 0.665歳以上 11.7 14.1 -2.4 6.3 7.0 -0.7 65歳以上 11.4 12.7 -1.3 6.3 6.0 0.3(再掲）15～64歳 32.1 35.2 -3.1 33.9 38.2 -4.3 (再掲）15～64歳 31.6 39.6 -8.0 37.4 40.2 -2.8

男 女 男 女
奈良県 全国

表４　従業上の地位別、男女別有業者数（平成２４年、２９年）従業上の地位 従業上の地位総数 総数　自営業主 　自営業主　家族従業者 　家族従業者　雇用者総数 　雇用者総数 　  (役員を除く)  　  (役員を除く)男 男　自営業主 　自営業主　家族従業者 　家族従業者　雇用者総数 　雇用者総数 　  (役員を除く)  　  (役員を除く)女 女　自営業主 　自営業主　家族従業者 　家族従業者　雇用者総数 　雇用者総数 　  (役員を除く)  　  (役員を除く)
奈良県 全国

(240.2)12.0 4.4246.1 89.7100.0
構成比（％）実数(千人)

16.2 5.9274.4318.3 86.4(291.6)
87.857.8 9.0 100.062.6 9.7643.1 0.215.9 15.5 2.4平成２９年 平成２４年 増減(%)実数(千人) 構成比（％） -0.3(535.5) (531.7) -7.7641.2 100.0 2.6565.7 88.2 564.442.6 12.1 46.42.5 0.7353.3 100.0 368.6 100.0 -4.2(282.2) -3.2305.5 86.5 -8.24.2 1.2 3.55.34.1 -6.2-2.5
12.6 -4.00.9 20.0

5.74.9(253.3)260.2 90.411.7287.9 100.015.2
実数(千人) 構成比（％） 実数(千人) 構成比（％）

5.5
66,213.0 100.01,221.4 1.8(55,839.4) 64,420.7 100.0 2.85,617.1 8.5 5,909.6 9.2 -4.91,341.5 2.1 -9.059,208.1 89.4 57,008.8 88.5 3.9(53,537.5) 4.337,074.1 100.0 36,744.5 100.0 0.9-5.9245.3 0.7 234.6 0.6 4.64,188.8 11.3 4,450.1 12.1 1.8(29,979.9) (29,291.7) 2.332,536.2 87.8 31,959.4 87.0 -2.129,138.9 100.0 27,676.2 100.01,428.3 4.9 1,459.4 5.33.4 1,106.926,671.8 91.5 25,049.4(25,859.4) (24,245.7) 6.7

平成２９年 平成２４年 増減(%)
-11.890.5 6.54.0 5.3976.2

表３　男女、年齢階級別無業者に占める就業希望者率（平成２４年、２９年）

表２　男女、年齢階級別有業率（平成２４年、２９年）平成２９年 平成２４年 増減ポイント 平成２９年 平成２４年 増減ポイント 平成２９年 平成２４年 増減ポイント 平成２９年 平成２４年 増減ポイント総数 64.1 65.3 -1.2 45.5 42.5 3.0 総数 69.2 68.8 0.4 50.7 48.2 2.515～19歳 12.2 17.0 -4.8 14.8 16.3 -1.5 15～19歳 16.8 14.6 2.2 18.1 16.5 1.620～24 62.4 56.5 5.9 66.5 64.5 2.0 20～24 68.0 63.7 4.3 69.2 66.6 2.625～29 88.8 84.6 4.2 78.0 76.1 1.9 25～29 90.3 88.5 1.8 81.2 75.3 5.930～34 91.1 92.2 -1.1 70.5 61.8 8.7 30～34 93.1 92.3 0.8 74.0 68.2 5.835～39 90.2 93.9 -3.7 68.1 58.6 9.5 35～39 93.5 93.5 0.0 72.9 67.1 5.840～44 91.6 93.3 -1.7 71.4 63.7 7.7 40～44 93.8 93.3 0.5 76.9 70.7 6.245～49 92.0 92.8 -0.8 75.9 71.6 4.3 45～49 93.3 93.2 0.1 77.9 74.6 3.350～54 93.1 93.9 -0.8 71.3 67.1 4.2 50～54 93.0 92.8 0.2 76.8 73.2 3.655～59 93.3 92.5 0.8 68.3 56.2 12.1 55～59 91.4 89.7 1.7 70.4 65.0 5.460～64 77.1 69.6 7.5 47.8 36.1 11.7 60～64 79.9 72.7 7.2 55.1 47.3 7.865歳以上 30.4 27.3 3.1 13.3 11.0 2.3 65歳以上 33.9 30.2 3.7 17.1 14.6 2.5(再掲）15～64歳 80.2 79.5 0.7 63.9 56.8 7.1 (再掲）15～64歳 83.3 81.4 1.9 68.5 63.1 5.4

男 女
奈良県 全国

男 女

～「雇用者」は男性は減少、女性は増加～～「雇用者」は男性は減少、女性は増加～～「雇用者」は男性は減少、女性は増加～～「雇用者」は男性は減少、女性は増加～１５歳以上有業者６４１．２千人を、従業上の地位別にみると、雇用者が５６５．７千人と最も多く全体の８８．２％を占めています。次いで自営業者が５７．８千人（全体の９．０％）、家族従業者が１５．９千人（全体の２．５％）となっています。これを平成２４年と比べると、雇用者は１．３千人（０．２％）増加となっています。また、全国と比べると、雇用者の増減率は、全国は男性女性ともに増加しているのに対して、奈良県は男性は減少、女性は増加しています。

単位：％

単位：％
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01020
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15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75以上

（千人）
（歳）

図４図４図４図４ 年齢別、雇用形態別就業者数年齢別、雇用形態別就業者数年齢別、雇用形態別就業者数年齢別、雇用形態別就業者数

正規 男 正規 女 非正規 男 非正規 女

　表５　　雇用形態別雇用者数(役員を除く)（平成２４年、２９年）　表５　　雇用形態別雇用者数(役員を除く)（平成２４年、２９年）　表５　　雇用形態別雇用者数(役員を除く)（平成２４年、２９年）　表５　　雇用形態別雇用者数(役員を除く)（平成２４年、２９年）実数(千人) 割合（％） 実数(千人) 割合（％） 実数(千人) 割合（％） 実数(千人) 割合（％）535.5 100.0 531.7 100.0 0.7 55,839.4 100.0 53,537.5 100.0 4.3315.4 58.9 320.6 60.3 -1.6 34,513.7 61.8 33,110.4 61.8 4.2220.1 41.1 211.2 39.7 4.2 21,325.7 38.2 20,427.2 38.2 4.4115.0 21.5 101.3 19.1 13.5    　  パート 10,324.0 18.5 9,560.8 17.9 8.045.7 8.5 49.5 9.3 -7.7   　   アルバイト 4,393.3 7.9 4,391.9 8.2 0.040.5 7.6 38.3 7.2 5.7  　   契約社員・嘱託 4,225.4 7.6 4,101.8 7.7 3.011.1 2.1 9.1 1.7 22.0 1,418.9 2.5 1,187.3 2.2 19.57.8 1.5 13.0 2.4 -40.0        その他 964.1 1.7 1,185.4 2.2 -18.7282.2 100.0 291.6 100.0 -3.2 29,979.9 100.0 29,291.7 100.0 2.3216.1 76.6 223.6 76.7 -3.4 23,302.3 77.7 22,809.0 77.9 2.266.1 23.4 68.0 23.3 -2.8 6,677.6 22.3 6,482.7 22.1 3.012.1 4.3 9.6 3.3 26.0    　  パート 1,157.1 3.9 1,014.3 3.5 14.122.8 8.1 24.8 8.5 -8.1   　   アルバイト 2,189.0 7.3 2,193.8 7.5 -0.223.6 8.4 21.7 7.4 8.8  　   契約社員・嘱託 2,357.4 7.9 2,309.8 7.9 2.14.4 1.6 4.1 1.4 7.3 539.6 1.8 447.3 1.5 20.63.2 1.1 7.8 2.7 -59.0        その他 434.6 1.4 517.6 1.8 -16.0253.3 100.0 240.2 100.0 5.5 25,859.4 100.0 24,245.7 100.0 6.799.3 39.2 97.0 40.4 2.4 11,211.4 43.4 10,301.3 42.5 8.8154.0 60.8 143.2 59.6 7.5 14,648.0 56.6 13,944.4 57.5 5.0103.0 40.7 91.6 38.1 12.4    　  パート 9,166.9 35.4 8,546.5 35.2 7.322.9 9.0 24.7 10.3 -7.3   　   アルバイト 2,204.3 8.5 2,198.1 9.1 0.316.9 6.7 16.6 6.9 1.8  　   契約社員・嘱託 1,868.0 7.2 1,792.0 7.4 4.26.7 2.6 5.0 2.1 34.0 879.3 3.4 740.1 3.1 18.84.6 1.8 5.2 2.2 -11.5        その他 529.5 2.0 667.8 2.8 -20.7　　　（注１）　「パート」「アルバイト」等の雇用形態は職場の呼称による。

男　雇用者（役員を除く）
女　雇用者（役員を除く）

  　   アルバイト 　　　 労働者派遣事業所の派遣社員
増減(%)

  　   アルバイト
       その他

　 正規の職員・従業員 　非正規の職員・従業員雇用形態総数　雇用者（役員を除く） 平成２９年 平成２４年
 　   契約社員・嘱託

雇用形態総数　雇用者（役員を除く）
　　　 労働者派遣事業所の派遣社員
　 正規の職員・従業員   　  パート 　非正規の職員・従業員

       その他
　　　 労働者派遣事業所の派遣社員       その他　 正規の職員・従業員 　 正規の職員・従業員 　非正規の職員・従業員  　非正規の職員・従業員   　  パート  　   アルバイト女　雇用者（役員を除く）
　　　 労働者派遣事業所の派遣社員

　 正規の職員・従業員 　非正規の職員・従業員  　非正規の職員・従業員   　  パート　　　 労働者派遣事業所の派遣社員
男　雇用者（役員を除く）

増減(%)平成２９年 平成２４年
奈良県 全国

 　   契約社員・嘱託　　　 労働者派遣事業所の派遣社員

　 正規の職員・従業員 　   契約社員・嘱託

雇用者（役員を除く）を雇用形態別にみると、「正規の職員・従業員」は３１５．４千人（雇用者（役員を除く）に占める割合５８．９％）で、「パート」は１１５．０千人、「アルバイト」は４５．７千人、「契約社員・嘱託」は４０．５千人などとなっています。平成２４年と比べると、「正規の職員・従業員」は５．２千人（△１．６％）減少、「アルバイト」は３．８千人（△７．７％）減少している一方、「パート」は１３．７千人（１３．５％）、「労働者派遣事務所の派遣社員」は２．０千人（２２．０％）などが増加しています。さらに、全国と比べると、「正規の職員・従業員」の割合が低く、「パート」や「アルバイト」の割合が高くなっています。
～５年前に比べ「正規の職員・従業員」～５年前に比べ「正規の職員・従業員」～５年前に比べ「正規の職員・従業員」～５年前に比べ「正規の職員・従業員」,,,,「アルバイト」「アルバイト」「アルバイト」「アルバイト」は減少、は減少、は減少、は減少、「パート」「パート」「パート」「パート」,,,,「派遣社員」「派遣社員」「派遣社員」「派遣社員」などは増加～などは増加～などは増加～などは増加～
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表６　雇用契約期間の定めの有無、１回当たりの雇用契約期間、雇用形態別雇用者数（役員を除く）及び割合表６　雇用契約期間の定めの有無、１回当たりの雇用契約期間、雇用形態別雇用者数（役員を除く）及び割合表６　雇用契約期間の定めの有無、１回当たりの雇用契約期間、雇用形態別雇用者数（役員を除く）及び割合表６　雇用契約期間の定めの有無、１回当たりの雇用契約期間、雇用形態別雇用者数（役員を除く）及び割合雇用契約期間の定めの有無１回当たりの雇用契約期間 総数（役員を除く雇用者） 正規の職員・従業員 非正規の職員・従業員 総数（役員を除く雇用者） 正規の職員・従業員 非正規の職員・従業員総数 535.5 315.4 220.1 100.0 100.0 100.0  雇用契約期間の定めがない  （定年までの雇用を含む） 349.9 284.9 65.0 65.3 90.3 29.5  雇用契約期間の定めがある 133.7 17.7 116.0 25.0 5.6 52.71か月未満 0.6 0.1 0.5 0.4 0.6 0.41か月以上6ヶ月以下 28.1 1.0 27.1 21.0 5.6 23.46ヶ月超1年以下 54.1 4.2 49.9 40.5 23.7 43.01年超3年以下 20.9 3.2 17.7 15.6 18.1 15.33年超5年以下 4.7 1.6 3.1 3.5 9.0 2.7その他 25.3 7.6 17.7 18.9 42.9 15.3  わからない 48.5 12.8 35.7 9.1 4.1 16.2総数 55,839.4 34,513.7 21,325.7 100.0 100.0 100.0  雇用契約期間の定めがない  （定年までの雇用を含む） 37,207.4 31,340.6 5,866.9 66.6 90.8 27.5  雇用契約期間の定めがある 13,559.3 1,785.3 11,774.1 24.3 5.2 55.21か月未満 93.7 9.4 84.3 0.7 0.5 0.71か月以上6ヶ月以下 2,966.8 80.1 2,886.7 21.9 4.5 24.56ヶ月超1年以下 5,172.5 389.0 4,783.5 38.1 21.8 40.61年超3年以下 2,240.0 352.2 1,887.9 16.5 19.7 16.03年超5年以下 514.9 182.5 332.4 3.8 10.2 2.8その他 2,571.5 772.1 1,799.4 19.0 43.2 15.3  わからない 4,776.2 1,387.7 3,388.4 8.6 4.0 15.9

実数(千人） 割合（％）
奈良県
全国

～「宿泊業～「宿泊業～「宿泊業～「宿泊業,,,,飲食サービス業」などで「パート」「アルバイト」の割合が高い～飲食サービス業」などで「パート」「アルバイト」の割合が高い～飲食サービス業」などで「パート」「アルバイト」の割合が高い～飲食サービス業」などで「パート」「アルバイト」の割合が高い～「雇用者（役員を除く）」について、産業大分類、雇用形態別の割合をみると、「正規の職員・従業員」の割合の高い産業は、「電気・ガス・熱供給・水道業」などで９３．１％などとなっています。「パート」の割合の高い産業は「宿泊業,飲食サービス業」が３６．１％、次いで「生活関連サービス業,娯楽業」が３４．０％となっています。「アルバイト」の割合の高い産業は「宿泊業,飲食サービス業」が３６．４％、次いで「生活関連サービス業,娯楽業」が２４．０％となっています。また男女別にみると、「正規の職員・従業員」の割合の高い産業は、男性は「鉱業,採石業,砂利採取業」、女性は「電気・ガス・熱供給・水道業」で、「パート」についてみると、男性は「不動産業,物品賃貸業」、女性は「卸売業,小売業」で、「アルバイト」についてみると、男女とも「宿泊業,飲食サービス業」となっています。
～「雇用期間の定めがない（定年までの雇用を含む）」者の割合は～「雇用期間の定めがない（定年までの雇用を含む）」者の割合は～「雇用期間の定めがない（定年までの雇用を含む）」者の割合は～「雇用期間の定めがない（定年までの雇用を含む）」者の割合は「正規の職員・従業員」が９０．３％、「正規の職員・従業員」が９０．３％、「正規の職員・従業員」が９０．３％、「正規の職員・従業員」が９０．３％、「非正規の職員・従業員」が２９．５％～「非正規の職員・従業員」が２９．５％～「非正規の職員・従業員」が２９．５％～「非正規の職員・従業員」が２９．５％～「雇用者（役員を除く）」について、雇用契約期間の定めの有無別にみると、「雇用契約期間の定めがない（定年までの雇用を含む）」者は、「正規の職員・従業員」では２８４．９千人（「正規の職員・従業員」に占める割合９０．３％）、「非正規の職員・従業員」では６５千人（「非正規の職員・従業員」に占める割合２９．５％）となっています。雇用契約期間の定めがある「非正規の職員・従業員」（１１６．０千人）について、１回当たりの雇用契約期間別にみると、「１年以下」の者が７７．５千人で、雇用契約期間の定めがある者に占める割合は６６．８％となっています。
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　　　　表７　男女、産業、主な雇用形態別雇用者数（役員を除く）及び割合　　　　表７　男女、産業、主な雇用形態別雇用者数（役員を除く）及び割合　　　　表７　男女、産業、主な雇用形態別雇用者数（役員を除く）及び割合　　　　表７　男女、産業、主な雇用形態別雇用者数（役員を除く）及び割合正規の職員・従業員 パート アルバイト 正規の職員・従業員 パート アルバイト総数 535.5 58.9 21.5 8.5 -1.6 13.5 -7.7　　農業，林業 4.3 44.2 23.3 16.3 35.7 -9.1 16.7　　漁業 - - - - - - -　　鉱業，採石業，砂利採取業 0.1 100.0 - - 0.0 - -　　建設業 25.2 81.3 4.8 5.2 -1.9 0.0 -38.1　　製造業 89.5 68.9 17.0 3.0 -4.2 6.3 8.0　　電気・ガス・熱供給・水道業 5.8 93.1 3.4 0.0 38.5 100.0 -100.0　　情報通信業 13.1 80.9 2.3 3.1 26.2 -40.0 300.0　　運輸業，郵便業 21.4 69.6 10.7 5.6 -18.6 0.0 -29.4　　卸売業，小売業 85.1 46.5 33.6 13.7 -5.9 9.2 -9.3　　金融業，保険業 16.8 74.4 14.3 0.6 -16.1 50.0 -50.0　　不動産業，物品賃貸業 8.4 63.1 19.0 3.6 23.3 33.3 -40.0　　学術研究，専門・技術サービス業 14.0 72.9 10.0 4.3 18.6 16.7 -14.3　　宿泊業，飲食サービス業 26.9 24.5 36.1 36.4 -16.5 -5.8 -12.5　　生活関連サービス業，娯楽業 15.0 31.3 34.0 24.0 -33.8 -5.6 16.1　　教育，学習支援業 37.5 62.4 9.3 8.0 15.8 0.0 -23.1　　医療，福祉 87.7 55.6 33.5 3.1 17.6 34.9 8.0　　複合サービス事業 4.5 73.3 13.3 2.2 -2.9 -40.0 -66.7　　サービス業（他に分類されないもの） 33.6 47.9 19.0 11.3 -21.1 14.3 46.2　　公務（他に分類されるものを除く） 26.2 79.8 5.7 3.8 -10.7 275.0 0.0　　分類不能の産業 20.3 42.9 23.2 13.3 -7.4 27.0 -20.6　男 282.2 76.6 4.3 8.1 -3.4 26.0 -8.1　　農業，林業 2.4 62.5 4.2 12.5 87.5 0.0 -40.0　　漁業 - - - - - - -　　鉱業，採石業，砂利採取業 0.1 100.0 - - 0.0 - -　　建設業 20.4 85.3 1.0 6.4 -5.9 -50.0 -35.0　　製造業 61.2 83.5 3.6 2.5 -5.9 -4.3 -6.3　　電気・ガス・熱供給・水道業 5.2 94.2 0.0 0.0 40.0 - -100.0　　情報通信業 10.1 87.1 1.0 3.0 27.5 - 200.0　　運輸業，郵便業 17.9 74.3 4.5 6.1 -21.3 33.3 -8.3　　卸売業，小売業 37.9 73.6 5.5 13.7 -0.4 16.7 0.0　　金融業，保険業 6.6 86.4 4.5 1.5 -29.6 200.0 0.0　　不動産業，物品賃貸業 5.5 67.3 10.9 3.6 23.3 100.0 -50.0　　学術研究，専門・技術サービス業 8.7 87.4 0.0 4.6 20.6 -100.0 100.0　　宿泊業，飲食サービス業 8.9 47.2 4.5 46.1 -33.3 -33.3 5.1　　生活関連サービス業，娯楽業 5.3 49.1 7.5 28.3 -36.6 -20.0 -11.8　　教育，学習支援業 16.5 70.9 2.4 7.9 4.5 100.0 -45.8　　医療，福祉 21.9 80.4 7.3 3.7 36.4 77.8 -20.0　　複合サービス事業 2.5 84.0 8.0 4.0 -12.5 0.0 -50.0　　サービス業（他に分類されないもの） 21.9 59.8 8.2 11.4 -10.3 80.0 8.7　　公務（他に分類されるものを除く） 18.9 88.4 0.5 1.6 -11.6 0.0 200.0　　分類不能の産業 10.5 60.0 6.7 17.1 -4.5 75.0 -14.3　女 253.3 39.2 40.7 9.0 2.4 12.4 -7.3　　農業，林業 1.9 21.1 47.4 21.1 -33.3 -10.0 100.0　　漁業 - - - - - - -　　鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - - -　　建設業 4.8 64.6 20.8 0.0 29.2 25.0 -100.0　　製造業 28.3 37.5 46.3 4.2 6.0 9.2 33.3　　電気・ガス・熱供給・水道業 0.7 71.4 14.3 - 25.0 0.0 -　　情報通信業 3.1 58.1 6.5 6.5 20.0 -60.0 100.0　　運輸業，郵便業 3.5 45.7 42.9 2.9 14.3 -11.8 -80.0　　卸売業，小売業 47.3 24.9 56.0 13.7 -16.3 8.6 -15.6　　金融業，保険業 10.2 66.7 20.6 1.0 1.5 50.0 0.0　　不動産業，物品賃貸業 2.9 55.2 34.5 3.4 23.1 11.1 0.0　　学術研究，専門・技術サービス業 5.3 49.1 24.5 3.8 13.0 18.2 -60.0　　宿泊業，飲食サービス業 18.0 13.3 51.7 31.1 50.0 -4.1 -23.3　　生活関連サービス業，娯楽業 9.8 21.4 46.9 21.4 -32.3 -6.1 50.0　　教育，学習支援業 21.0 55.7 14.8 8.1 28.6 -6.1 6.3　　医療，福祉 65.8 47.4 42.2 2.7 9.1 33.0 12.5　　複合サービス事業 2.0 60.0 20.0 - 20.0 -55.6 -　　サービス業（他に分類されないもの） 11.7 26.5 39.3 11.1 -46.6 0.0 333.3　　公務（他に分類されるものを除く） 7.3 58.9 20.5 8.2 -2.3 400.0 -40.0　　分類不能の産業 9.9 24.2 40.4 9.1 -14.3 21.2 -30.8

総数（千人） 割合（％） H29－H24　増減（％）
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（４）世帯の就業状態（４）世帯の就業状態（４）世帯の就業状態（４）世帯の就業状態

303540
455055
60

北海道青森県岩手県宮城県秋田県山形県福島県茨城県栃木県群馬県埼玉県千葉県東京都神奈川県新潟県富山県石川県福井県山梨県長野県岐阜県静岡県愛知県三重県滋賀県京都府大阪府兵庫県奈良県和歌山県鳥取県島根県岡山県広島県山口県徳島県香川県愛媛県高知県福岡県佐賀県長崎県熊本県大分県宮崎県鹿児島県沖縄県

（％） 図５ 都道府県別夫婦共働き世帯の割合

表８　主な世帯の家族類型、夫と妻の就業状態別世帯数（平成２４年、２９年）表８　主な世帯の家族類型、夫と妻の就業状態別世帯数（平成２４年、２９年）表８　主な世帯の家族類型、夫と妻の就業状態別世帯数（平成２４年、２９年）表８　主な世帯の家族類型、夫と妻の就業状態別世帯数（平成２４年、２９年）

有業者 無業者 有業者 無業者 有業者 無業者 有業者 無業者 有業者 無業者 有業者 無業者　有業者 133.8 89.1 129.3 107.4 3.5 -17.0 13,488.4 6,875.6 12,970.2 8,266.8 4.0 -16.8　無業者 12.9 81.3 13.5 79.5 -4.4 2.3 1,219.2 5,779.6 1,284.4 5,860.7 -5.1 -1.4　有業者 34.4 30.0 33.1 32.9 3.9 -8.8 3,875.1 2,438.7 3,626.3 2,562.7 6.9 -4.8　無業者 7.4 60.7 6.7 56.9 10.4 6.7 704.6 4,215.1 684.7 4,203.1 2.9 0.3　有業者 3.7 3.4 5.0 3.9 -26.0 -12.8 529.0 198.9 536.2 238.6 -1.3 -16.6　無業者 0.5 1.6 0.5 2.7 0.0 -40.7 51.6 97.2 59.8 121.0 -13.7 -19.7　有業者 83.8 49.4 76.2 61.8 10.0 -20.1 7,842.7 3,909.5 7,347.1 4,942.5 6.7 -20.9　無業者 4.5 18.1 5.1 18.9 -11.8 -4.2 417.2 1,415.4 481.3 1,469.0 -13.3 -3.6　有業者 11.9 6.3 15.0 8.8 -20.7 -28.4 1,241.6 328.5 1,460.6 523.0 -15.0 -37.2　無業者 0.5 0.9 1.2 1.0 -58.3 -10.0 45.8 51.9 58.6 67.6 -21.8 -23.2

単位：千世帯

夫婦、子供と親から成る世帯

全国平成２９年 平成２４年 増減（％）下記４類型の合計夫婦のみの世帯夫婦と親から成る世帯夫婦と子供から成る世帯

奈良県平成２９年 平成２４年 増減（％）妻夫
表８　主な世帯の家族類型、夫と妻の就業状態別世帯数（平成２４年、２９年）表８　主な世帯の家族類型、夫と妻の就業状態別世帯数（平成２４年、２９年）表８　主な世帯の家族類型、夫と妻の就業状態別世帯数（平成２４年、２９年）表８　主な世帯の家族類型、夫と妻の就業状態別世帯数（平成２４年、２９年）

有業者 無業者 有業者 無業者 有業者 無業者 有業者 無業者 有業者 無業者 有業者 無業者　有業者 133.8 89.1 129.3 107.4 3.5 -17.0 13,488.4 6,875.6 12,970.2 8,266.8 4.0 -16.8　無業者 12.9 81.3 13.5 79.5 -4.4 2.3 1,219.2 5,779.6 1,284.4 5,860.7 -5.1 -1.4　有業者 34.4 30.0 33.1 32.9 3.9 -8.8 3,875.1 2,438.7 3,626.3 2,562.7 6.9 -4.8　無業者 7.4 60.7 6.7 56.9 10.4 6.7 704.6 4,215.1 684.7 4,203.1 2.9 0.3　有業者 3.7 3.4 5.0 3.9 -26.0 -12.8 529.0 198.9 536.2 238.6 -1.3 -16.6　無業者 0.5 1.6 0.5 2.7 0.0 -40.7 51.6 97.2 59.8 121.0 -13.7 -19.7　有業者 83.8 49.4 76.2 61.8 10.0 -20.1 7,842.7 3,909.5 7,347.1 4,942.5 6.7 -20.9　無業者 4.5 18.1 5.1 18.9 -11.8 -4.2 417.2 1,415.4 481.3 1,469.0 -13.3 -3.6　有業者 11.9 6.3 15.0 8.8 -20.7 -28.4 1,241.6 328.5 1,460.6 523.0 -15.0 -37.2　無業者 0.5 0.9 1.2 1.0 -58.3 -10.0 45.8 51.9 58.6 67.6 -21.8 -23.2

単位：千世帯

夫婦、子供と親から成る世帯

全国平成２９年 平成２４年 増減（％）下記４類型の合計夫婦のみの世帯夫婦と親から成る世帯夫婦と子供から成る世帯

奈良県平成２９年 平成２４年 増減（％）妻夫

世帯の家族類型は、「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」及び「夫婦，子供と親から成る世帯」の４類型からなります。世帯総数は不詳を含めて３１８．７世帯です。これらの世帯のうち、夫妻共に有業の世帯（以下「夫婦共働き世帯」という。）は１３３．８千世帯で、４類型合計に占める割合は４２．０％（全国平均４８．８％）となっています。また、夫が有業で妻が無業の世帯は８９．１千世帯（２８．０％）、妻が有業で夫が無業の世帯は１２．９千世帯（４．０％）、夫妻とも無業の世帯は８１．３千世帯（２５．５％）などとなっています。平成２４年と比べると、夫婦共働き世帯は４．５千世帯（３．５％）増加しています。これを全国と比べると、夫婦共働き世帯の割合は全国で最も低く、増減率も全国平均（４．０％）より低くなっています。

～夫婦共働き世帯は３．５％増加している～～夫婦共働き世帯は３．５％増加している～～夫婦共働き世帯は３．５％増加している～～夫婦共働き世帯は３．５％増加している～
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２　就業を取り巻く状況２　就業を取り巻く状況２　就業を取り巻く状況２　就業を取り巻く状況

（１）　非正規の職員・従業員（１）　非正規の職員・従業員（１）　非正規の職員・従業員（１）　非正規の職員・従業員

（２）　若年非正規の職員・従業員（２）　若年非正規の職員・従業員（２）　若年非正規の職員・従業員（２）　若年非正規の職員・従業員

----1.31.31.31.3
1.41.41.41.4 1.51.51.51.5 2.92.92.92.9

-0.3 0.6 1.2 1.1-0.6
2.7 2.1 4.2

-2-101
2345

平成１４年 平成１９年 平成２４年 平成２９年
(ポイント）総数男女

30.630.630.630.6 36.936.936.936.9 39.739.739.739.7 41.141.141.141.116.0 20.5 23.3 23.4
52.3 57.9 59.6 60.8

01020
304050
6070

平成１４年 平成１９年 平成２４年 平成２９年

(%)
奈良県総数奈良県男奈良県女

「雇用者（役員を除く）」に占める「パート」や「アルバイト」などの「非正規の職員・従業員」の割合の推移を男女別にみると、男女とも上昇を続けており、男性は平成２９年が２３．４％と、平成１９年以降２０％を超えています。女性は平成２９年は６０．８％で、初めて６０％を超えています。
～「雇用者（役員を除く）」に占める「非正規の職員・従業員」の割合は～「雇用者（役員を除く）」に占める「非正規の職員・従業員」の割合は～「雇用者（役員を除く）」に占める「非正規の職員・従業員」の割合は～「雇用者（役員を除く）」に占める「非正規の職員・従業員」の割合は４１．１％で、男女ともに上昇が続いている～４１．１％で、男女ともに上昇が続いている～４１．１％で、男女ともに上昇が続いている～４１．１％で、男女ともに上昇が続いている～

～若年（１５～３４歳）雇用者（役員を除く）に占める～若年（１５～３４歳）雇用者（役員を除く）に占める～若年（１５～３４歳）雇用者（役員を除く）に占める～若年（１５～３４歳）雇用者（役員を除く）に占める「非正規の職員・従業員」の割合は「非正規の職員・従業員」の割合は「非正規の職員・従業員」の割合は「非正規の職員・従業員」の割合は３７．９％（男性２８．５％、女性４７．９％）～３７．９％（男性２８．５％、女性４７．９％）～３７．９％（男性２８．５％、女性４７．９％）～３７．９％（男性２８．５％、女性４７．９％）～若年雇用者（役員を除く）１４７．１千人のうち、「非正規の職員・従業員」は５５．８千人で、平成２４年と比べると７．２千人（△１１．４％）減少となりました。男女別にみると、男性は２１．３千人、女性は３４．６千人で、平成２４年と比べ男性は３．７千人（△１４．８％）減少、女性は３．４千人（△８．９％）減少となりました。また、若年非正規の職員・従業員の男性の増減率（△１４．８％）は全国（△８．６％）と比べ、減少幅が大きくなっています。

図６図６図６図６ 男女別雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員の割合の推移と男女別雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員の割合の推移と男女別雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員の割合の推移と男女別雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員の割合の推移と奈良県と全国の差奈良県と全国の差奈良県と全国の差奈良県と全国の差 ((((平成１４年～２９年平成１４年～２９年平成１４年～２９年平成１４年～２９年))))
推移推移推移推移

差差差差 （「奈良県」－「全国」）（「奈良県」－「全国」）（「奈良県」－「全国」）（「奈良県」－「全国」）

8



（３）　非正規の職員・従業員の現職の雇用形態についている主な理由（３）　非正規の職員・従業員の現職の雇用形態についている主な理由（３）　非正規の職員・従業員の現職の雇用形態についている主な理由（３）　非正規の職員・従業員の現職の雇用形態についている主な理由

　表９　　雇用形態別若年(１５～３４歳）雇用者数(役員を除く)（平成２４年、２９年）　表９　　雇用形態別若年(１５～３４歳）雇用者数(役員を除く)（平成２４年、２９年）　表９　　雇用形態別若年(１５～３４歳）雇用者数(役員を除く)（平成２４年、２９年）　表９　　雇用形態別若年(１５～３４歳）雇用者数(役員を除く)（平成２４年、２９年）実数(千人) 割合（％） 実数(千人) 割合（％） 実数(千人) 割合（％） 実数(千人) 割合（％）147.1 100.0 160.6 100.0 -8.4 15,971.4 100.0 16,387.6 100.0 -2.591.3 62.1 97.8 60.9 -6.6 10,718.4 67.1 10,607.0 64.7 1.155.8 37.9 63.0 39.2 -11.4 5,253.0 32.9 5,780.5 35.3 -9.115.2 10.3 14.3 8.9 6.3    　  パート 1,244.7 7.8 1,386.2 8.5 -10.227.4 18.6 31.8 19.8 -13.8   　   アルバイト 2,545.4 15.9 2,633.2 16.1 -3.38.2 5.6 9.2 5.7 -10.9  　   契約社員・嘱託 849.7 5.3 1,049.7 6.4 -19.13.7 2.5 3.8 2.4 -2.6 439.9 2.8 467.7 2.9 -5.91.4 1.0 3.9 2.4 -64.1        その他 173.2 1.1 243.8 1.5 -29.074.8 100.0 82.5 100.0 -9.3 8,504.6 100.0 8,841.4 100.0 -3.853.5 71.5 57.6 69.8 -7.1 6,462.2 76.0 6,608.0 74.7 -2.221.3 28.5 25.0 30.3 -14.8 2,042.5 24.0 2,233.5 25.3 -8.62.1 2.8 2.0 2.4 5.0    　  パート 170.3 2.0 196.5 2.2 -13.313.1 17.5 15.0 18.2 -12.7   　   アルバイト 1,234.8 14.5 1,273.8 14.4 -3.13.9 5.2 3.6 4.4 8.3  　   契約社員・嘱託 374.8 4.4 460.3 5.2 -18.61.3 1.7 1.6 1.9 -18.8 173.0 2.0 177.8 2.0 -2.70.7 0.9 2.7 3.3 -74.1        その他 89.7 1.1 125.1 1.4 -28.372.3 100.0 78.1 100.0 -7.4 7,466.7 100.0 7,546.0 100.0 -1.137.8 52.3 40.1 51.3 -5.7 4,256.3 57.0 3,999.0 53.0 6.434.6 47.9 38.0 48.7 -8.9 3,210.4 43.0 3,546.9 47.0 -9.513.0 18.0 12.3 15.7 5.7    　  パート 1,074.4 14.4 1,189.6 15.8 -9.714.3 19.8 16.8 21.5 -14.9   　   アルバイト 1,310.6 17.6 1,359.4 18.0 -3.64.4 6.1 5.8 7.4 -24.1  　   契約社員・嘱託 475.1 6.4 589.3 7.8 -19.42.4 3.3 2.2 2.8 9.1 266.9 3.6 289.8 3.8 -7.90.7 1.0 1.2 1.5 -41.7        その他 83.5 1.1 118.7 1.6 -29.7　　　（注１）　「パート」「アルバイト」等の雇用形態は職場の呼称による。

男　雇用者（役員を除く）
女　雇用者（役員を除く）

雇用形態総数　雇用者（役員を除く）
男　雇用者（役員を除く）
女　雇用者（役員を除く）

奈良県 全国
 　   契約社員・嘱託　　　 労働者派遣事業所の派遣社員

　 正規の職員・従業員       その他 　非正規の職員・従業員

       その他   　  パート  　   アルバイト

増減(%)平成２９年 平成２４年

　 正規の職員・従業員 　 正規の職員・従業員

増減(%)   　  パート  　   アルバイト
雇用形態総数　雇用者（役員を除く）

 　非正規の職員・従業員  　非正規の職員・従業員
  　   アルバイト 　   契約社員・嘱託　　　 労働者派遣事業所の派遣社員

　 正規の職員・従業員
　 正規の職員・従業員 　非正規の職員・従業員  　非正規の職員・従業員   　  パート
　　　 労働者派遣事業所の派遣社員

 　非正規の職員・従業員　　　 労働者派遣事業所の派遣社員
　　　 労働者派遣事業所の派遣社員       その他

平成２９年 平成２４年
 　   契約社員・嘱託　　　 労働者派遣事業所の派遣社員　 正規の職員・従業員

～現職の雇用形態についている主な理由が「正規の職員・従業員の仕事がないから」～現職の雇用形態についている主な理由が「正規の職員・従業員の仕事がないから」～現職の雇用形態についている主な理由が「正規の職員・従業員の仕事がないから」～現職の雇用形態についている主な理由が「正規の職員・従業員の仕事がないから」とした者の割合は１０．７％で全国より低い～とした者の割合は１０．７％で全国より低い～とした者の割合は１０．７％で全国より低い～とした者の割合は１０．７％で全国より低い～「非正規の職員・従業員」について、現職の雇用形態についている主な理由別にみると、「正規の職員・従業員の仕事がないから」とした者の割合は１０．７％（男性１８．３％、女性７．５％）で、全国（１２．６％）より低くなっています。「自分の都合のよい時間に働きたいから」とした者の割合は２８．０％（男性２５．０％、女性２９．４％）で、全国（２７．８％）より高くなっています。「家計の補助・学費等を得たいから」とした者の割合は２０．６％（男性１３．３％、女性２３．８％）で、全国（２０．３％）より高くなっています。表１０　現職の雇用形態についている主な理由別非正規の職員・従業員の割合表１０　現職の雇用形態についている主な理由別非正規の職員・従業員の割合表１０　現職の雇用形態についている主な理由別非正規の職員・従業員の割合表１０　現職の雇用形態についている主な理由別非正規の職員・従業員の割合 単位：千人,％総数 自分の都合のよい時間に働きたいから 家計の補助・学費等を得たいから 家事・育児・介護等と両立しやすいから 通勤時間が短いから 専門的な技能等を生かせるから 正規の職員・従業員の仕事がないから実数 220.1 61.7 45.4 26.3 10.9 15.8 23.6割合 28.0 20.6 11.9 5.0 7.2 10.7実数 66.1 16.5 8.8 1.2 2.9 7.2 12.1割合 25.0 13.3 1.8 4.4 10.9 18.3実数 154.0 45.2 36.6 25.1 8.0 8.6 11.5割合 29.4 23.8 16.3 5.2 5.6 7.5実数 21,325.7 5,935.1 4,336.6 2,299.4 1,044.4 1,550.7 2,682.7割合 27.8 20.3 10.8 4.9 7.3 12.6実数 6,677.6 1,644.5 872.2 72.9 307.3 776.7 1,333.3割合 24.6 13.1 1.1 4.6 11.6 20.0実数 14,648.0 4,290.6 3,464.4 2,226.5 737.1 774.0 1,349.4割合 29.3 23.7 15.2 5.0 5.3 9.2男女
奈良県
全国

総数男女総数
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(４)　介護と就業(４)　介護と就業(４)　介護と就業(４)　介護と就業

表１２　男女，前職の離職時期別介護・看護により前職を離職した１５歳以上人口表１２　男女，前職の離職時期別介護・看護により前職を離職した１５歳以上人口表１２　男女，前職の離職時期別介護・看護により前職を離職した１５歳以上人口表１２　男女，前職の離職時期別介護・看護により前職を離職した１５歳以上人口　（平成２４年～２９年）　（平成２４年～２９年）　（平成２４年～２９年）　（平成２４年～２９年） 単位：千人総数 構成比（％） H28.10～H29.9 H27.10～H28.9 H26.10～H27.9 H25.10～H26.9 H24.10～H25.9総数 4.9 1.4 0.7 1.2 0.7 0.6男 1.6 32.7 0.3 0.1 0.5 0.4 0.2女 3.3 67.3 1.0 0.5 0.7 0.4 0.4総数 498.3 99.1 81.2 100.0 99.0 90.9男 125.2 25.1 24.0 17.4 23.7 26.9 25.2女 373.1 74.9 75.1 63.8 76.4 72.1 65.7全国
奈良県

表１１　男女別介護をしている者の有業率（平成２４年、２９年）表１１　男女別介護をしている者の有業率（平成２４年、２９年）表１１　男女別介護をしている者の有業率（平成２４年、２９年）表１１　男女別介護をしている者の有業率（平成２４年、２９年）総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女15歳以上人口 1,183.6 551.0 632.6 1209.8 564.7 645.1 -2.2 -2.4 -1.9介護をしている者 79.9 29.3 50.6 65.3 23.6 41.8 22.4 24.2 21.1有業者数 41.6 18.1 23.5 30.8 14.9 15.9 35.1 21.5 47.8割合 有業率 52.1 61.8 46.4 47.2 63.1 38.0 4.9 -1.4 8.415歳以上人口 110,976.7 53,542.9 57,433.9 110,815.1 53,413.2 57,401.9 0.1 0.2 0.1介護をしている者 6,276.3 2,321.5 3,954.8 5,573.8 2,006.3 3,567.5 12.6 15.7 10.9有業者数 3,463.2 1,514.9 1,948.3 2,910.2 1,309.2 1,601.0 19.0 15.7 21.7割合 有業率 55.2 65.3 49.3 52.2 65.3 44.9 3.0 0.0 4.4
奈良県全国

実数
実数

単位：千人,％平成２９年 平成２４年 増減（％）

～介護をしている者は７９．９千人～介護をしている者は７９．９千人～介護をしている者は７９．９千人～介護をしている者は７９．９千人このうち有業者は４１．６千人～このうち有業者は４１．６千人～このうち有業者は４１．６千人～このうち有業者は４１．６千人～～過去５年間に介護・看護のため前職を離職した者は４．９千人～過去５年間に介護・看護のため前職を離職した者は４．９千人～過去５年間に介護・看護のため前職を離職した者は４．９千人～過去５年間に介護・看護のため前職を離職した者は４．９千人このうち女性は３．３千人（６７．３％）～このうち女性は３．３千人（６７．３％）～このうち女性は３．３千人（６７．３％）～このうち女性は３．３千人（６７．３％）～就業状態、介護の有無別にみると、介護をしている者は７９．９千人で、うち有業者は４１．６千人となっています。介護をしている者について、男女別の有業率をみると、男性は６１．８％、女性は４６．４％となっています。これを全国の割合と比べると、男女ともに割合は奈良県が低くなっています。前職を「介護・看護のため」に離職した者について前職の離職時期別にみると、過去５年間に離職した者は４．９千人となっています。男女別にみると、男性は１．６千人、女性は３．３千人となっており、女性が６７．３％となっています。これを全国の割合と比べると、女性が占める割合は奈良県が低くなっています。
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(５)　育児と就業(５)　育児と就業(５)　育児と就業(５)　育児と就業

表１３　男女別育児をしている者の有業率（平成２４年、２９年）表１３　男女別育児をしている者の有業率（平成２４年、２９年）表１３　男女別育児をしている者の有業率（平成２４年、２９年）表１３　男女別育児をしている者の有業率（平成２４年、２９年）総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女15歳以上人口 1,183.6 551.0 632.6 1209.8 564.7 645.1 -2.2 -2.4 -1.9育児をしている者 114.5 48.8 65.6 103.7 39.6 64.1 10.4 23.2 2.3有業者数 87.2 47.7 39.5 70.1 39.2 30.9 24.4 21.7 27.8割合 有業率 76.2 97.7 60.2 67.6 99.0 48.2 8.6 -1.3 12.015歳以上人口 110,976.7 53,542.9 57,433.9 110,815.1 53,413.2 57,401.9 0.1 0.2 0.1育児をしている者 11,119.5 4,823.6 6,295.8 9,995.2 4,060.5 5,934.7 11.2 18.8 6.1有業者数 8,810.5 4,768.7 4,041.9 7,105.9 3,999.6 3,106.3 24.0 19.2 30.1割合 有業率 79.2 98.9 64.2 71.1 98.5 52.3 8.1 0.4 11.9

単位：千人,％平成２９年 平成２４年 増減（％）奈良県 実数
全国 実数
表１４　男女，前職の離職時期別出産・育児により前職を離職した１５歳以上人口表１４　男女，前職の離職時期別出産・育児により前職を離職した１５歳以上人口表１４　男女，前職の離職時期別出産・育児により前職を離職した１５歳以上人口表１４　男女，前職の離職時期別出産・育児により前職を離職した１５歳以上人口　（平成２４年～２９年）　（平成２４年～２９年）　（平成２４年～２９年）　（平成２４年～２９年） 単位：千人総数 構成比（％） H28.10～H29.9 H27.10～H28.9 H26.10～H27.9 H25.10～H26.9 H24.10～H25.9総数 10.2 2.0 1.9 2.0 2.0 1.7男 0.2 2.0 - 0.1 0.1 - -女 10.0 98.0 2.0 1.9 1.9 2.0 1.7総数 1,024.8 215.2 178.3 211.4 190.6 186.7男 13.4 1.3 3.3 2.0 3.2 3.5 1.3女 1,011.4 98.7 211.9 176.3 208.2 187.1 185.4
奈良県全国

～育児をしている者は１１４．５千人～育児をしている者は１１４．５千人～育児をしている者は１１４．５千人～育児をしている者は１１４．５千人このうち有業者は８７．２千人～このうち有業者は８７．２千人～このうち有業者は８７．２千人～このうち有業者は８７．２千人～～また、過去５年間に出産・育児のため前職を離職した者は１０．２千人～また、過去５年間に出産・育児のため前職を離職した者は１０．２千人～また、過去５年間に出産・育児のため前職を離職した者は１０．２千人～また、過去５年間に出産・育児のため前職を離職した者は１０．２千人このうち女性は１０．０千人（９８．０％）～このうち女性は１０．０千人（９８．０％）～このうち女性は１０．０千人（９８．０％）～このうち女性は１０．０千人（９８．０％）～就業状態、育児の有無別にみると、育児をしている者は１１４．５千人で、うち有業者は８７．２千人となっています。育児をしている者について、男女別の有業率をみると、男性は９７．７％、女性は６０．２％となっています。これを全国の割合と比べると、男女ともに割合は奈良県が低くなっています。前職を「出産・育児のため」に離職した者について前職の離職時期別にみると、過去５年間に離職した者は１０．２千人となっています。男女別にみると、男性は０．２千人、女性は１０．０千人となっており、女性が９８．０％となっています。これを全国の割合と比べると、女性が占める割合は奈良県が高くなっています。
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